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この(2)では,(1)に おいて整 備されたモデルとパ ネルデー タを用 いて,具
体的に回帰分析を行 う。そ して,そ の結果 にもとづ き,戦 後 日本 自動車工業の
技術導 入過程において,導 入技術 の適正化が生 じていたか否か とい う問題 に結
論 を導 き出す。
V.分 析 手 法
使用す るデータが クロスセ クションデー タの性格 も併せ持つ パ ネルデー タで
あるため,こ こで使 用す る回帰 モデルを一般的 に線形モデルにおいて書 くと
跡・亭α+β'xゴ・+徳+E;,(3)
f=1,2,...,∫はデー タの各経 済主体 ナ ンバ ー
'=1,2,...,Sはデー タの時系列 ナ ンバー
ε"は誤差項(太 字はベ ク トル)
つ ま り各経済主体=こ の場 合は企業,の 個別性.は助 によって定数項 の違 い と
して表現 され,係 数パ ラメー ター βは各主体 につい て共通であ ることにす る。
この ことの経済理論 的含意 は分析期 間において,各 企業は ピックス中立的 な
技術格差 しか持たない とい う仮定 を置 くことであ る。.
この個別効 果 循 の取 り扱 い方 に2と お りの方法 がある。 この方法 によって
(3)式の回帰分析 は2つ のや り方 に分かれる。
ひとつ は π、を確率 変数 ではな く固定 した数だ と考える方 法で ある。.これを固
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とな る。なお この(4)式では,L1は 常 にD,=1に なるダ ミー変数で あるので,
式 のなか に明示的 にはあ らわされ ない。
いまひ とつの方法は 勧 を確率 変数で ある と考 える方法 であ る。 これ を変量
効 果モデル とよぶ。そ うす ると
ε∫`十助=躍jr
はあ る種 の形 の誤差項であ ると考 え られ る。 そこで(3)式を
〃㍑=α+β'xけ+勘r.(3つ
と読み替 えて,一 種の一般 化最小二乗法 〔GLS)に よるパ ラメー.ター 推 定 を
行 えばよい のであ る。
今 回は.ヒの両方 のモデルを使用す るが,変 量効果モデルの使用 については一
つ 問題 があ る。 それは個 別効 果 κ'が確率 変数であ るため,そ の他 の独 立変 数
と相 関を持つ おそれが ある ことで ある。 その場.合には(3')式に もとつ くGL
Sは一致性 を持 たず,モ デ ルの スペ シフィケーシ ョン ・ミスが生 じてい ること
になる。 このよ うなスペ シフ ィケー シ ョン ・ミスの有無 をみ るテス トとして次
のHausman検定 が用 いられ る。す なわ ちスペ シフィケー ション ・ミ.スが無い
とい う帰無仮説の もとで
躍=(bF一ゐ舜〉'[伽7(bF)一Var(bR)]一1(by-6尺)
byは固定効果 モデルによる推定値 ベ ク トル
bRは変量効果 モデルによる推 定値 ベ ク トル
は自由度 κ(κ はパ ラメー ターの数)の κ2分布 に したが う。 この テ.ストにも
とづ き変量効果モデルの採否 を決め る。
以後,表 示簡略fヒのため個別効果 をあ らわす項は暗黙 の うちに除外 して,モ
デルお よびパ ラメー ター推定結果 を書 くことにす る。
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まず ア ッセ ンブ リーメーカーか ら検討 してみ ることに しよ う。




なおこの制約(の を帰無仮説 とす るF検 定のF値 は固定効果 モデルで は自由





となる㌔(5)式 に もとづ き,固 定効果 モデルお よび変量効果 モデルによる回
帰 を行 う。
次 に操 作変数 を使用 した推 定 を行 う。すなわ ちKを 含 む 自乗 項お よび相乗
項を,ネ ッ ト資本 ス トックGよ び(2)式にあ らわれ る変 数に回帰 させ,そ
の理論値 を操作変数 とす る2段 階最小二乗法(2SLS>を 行 う。 なぜ なら,
本稿 においては,ポ ピュラーな費用関数か ら生産構 造の技術 的特性 をみ るとい
うアプローチを とらず生産関数 を直接推定 してい る3〕。 そのためデー タ上の問
題 と して資本 ス トックの正確な算定 とい う困難 な問題 を必然的 に抱え ることに
な り,し か も扱 ってい る期間がユ950年代 を中心 とす る歴史時代であ るため,資
本.ストックの測定誤差(measurementerror)の恐れは さらに高 くな る4}。資本
1)タ イム トレン ドTの 項 と,資 本 ス トック κ を含む項が多重共線性 をひきお こしてい るおそれ
があ り.そ のために各項の'値 が有意にな らないため,こ のような仮定 を加えた。
2)レ2βκ`の前鋤L負 の記号1よ(2)式と逆に して も論考 卜差 し支えない ものと考 え,(5)式のよ
うに した。
3)そ の理由ぽ,実 際的 には費用関数を推定するためのデー タが 入.P困難であ るため と,理 論的に
は費用関数か ら技術的構造 をみ ようとす るアプローチその ものが,完 全競争市場の もとでの企業
の利潤極 大化行動,と い う先験的 な仮定を追加 した うえで成 り立つ ものであ り,生 産 関数 アプ
ローチよ りも制約の大 きい ものであ るためである。
4〕 なおこれは現在の途上国経済の研 究に も共通す る問題で ある。
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〔注〕 〔}内 は'値 、R2は 自由度修 正済決定係数で ある、aは1%水 準,bは
5%水準で 有意で あることを示す。
飾 は個 別効果項 の ・部 となるため,推 定結果は ここには記 さない。




































(注)()内 は'値 、,P㍉ま自由度修上清 決定係数であ る。
2SLSによる操作変数法を用いた推定値 は,`分布には従わ ないた め,こ こで
は'検 定は行わない.
ス トックの測定誤差 に起因す る悪影響を回避するために2SLSに よる操作変
数 を使用 した推定 を試み るもので ある5,。当然 これ も固定効果 モデル,変 量 効
果モデ ル両方 について行 う。
そ してパ ネルデー タを使用す る際に懸念されるグループワイズの分散不均一
性 を考慮 す るために次 の ようなBreusch-Paganの分散不均 一性 の有無 に関す
5>た だ し,この ような対処法ほ,測 定誤差が期待値Oの 確率変数 としてあ らわれた際 に,そ の確
率変 数と誤差項が相関を持つこ とによ り生ず るパラメー ター推定値の一致性 の喪失 に対処す るも
ので あって,す べての測定誤差に対.処で きるわ けでは ない。
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るテス トを行 う。
個別主体(企 業)が ノ個あ る とすれば,晦 を生産関数回帰式 の残差 として
露㍉=C十 γ21)2十γゾ)3十一…・十γρ ぎ十εir(6>
ここでZ)灘=2_.∫)は 企業毎 のダ ミー変数
とい う回帰 を行 う。 ここで も先 と同 じよ うに,ρ 、は常 にD,=1に な るダ ミー
変数であるので,式 のなか に明示的 にはあ らわされ ない。
タ希無f反読は
H,:γ2=・」…==r,=0
で あ る。 これはLM検 定 の一種で あ り,葛 の もとで,(6>式 の決定係数 を
R2とす ると π1～Zは自由度 ∬一1の κ2分布.に 従 う。
分散不均一性が検 出された場合 は 〔6)式の 拓 の理論値 を ウェイ トと して加
重最小二乗法(WLS)を 行 うこととす る。ただ しア ッセ ンブ リーメーカーに
つ いては この検定 の結 果は 自由度5のX'値 が 固定効果 モ デルで6.47(P値
0,26),変量効果 モデルで6,05(P値O.30)で あ り,5%水 準で帰無仮説 は
棄却されず,分 散不均一性 ぽ検出 されなか った。後述の部品 メー カーについて
も同 じテス トを行 う。
先 と同 じく部品 メーカーについて も,多 重共線性への対 応のために先 の トラ
ンスログ生産関数(2)式に,ar=1.04の制約 を追加 して
(b)aT=ユ,04,βκL罵一PKK=一β馳
という制約 を(1>式に対 して置 こう。(a)とは違 った制約(b)を置 く理 由は,
(a)はF検定 において5%水 準で検定 をパ ス しない ためであ る。 また αrの値
を上記 のように仮定す る根拠 は,(1)式 の固定効果モデルにおけるOLSに よ
る ατの推定値 にある。 また個別効果を確率変数 として処理す る変量効 果モデ
ルはHausman検定 のP値 が0.0093で説 明変 数 と個別効 果項 を含む誤差項 が
相 関をお こしてい る恐 れが大 きく採用で きない。
さらにBrcusch-Paganの分散不均一性 テ ス トのLM検 定のP値 が0,021で
あ り,分 散 均一の帰 無仮説 は5%水 準で棄却 され るためパラメー ターの推定方
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(注)〔)内 は'値 。ノ～2は白目1度修正済決定係 数で ある。aは1%水 準,bは
5%.水準 で有意である ことを示す。






















〔注)()内 は ま値 。∫～2は自由度修正済決定係数である。
法 としてはWLSを 採用す る。なお この制約(b)を帰無仮 説 とす るF検 定のF
値 は固定.効果 モ デ ルで 自由 度(3,35)で0.72(P値0.54)で帰 無 仮説 は




とな り,こ の(7)式にもとづ き回帰 を行 う。
やは り各 丁時点 において生産関数 は{(ax+at)+(β訂+β乙τ)τ}次同次 にな













技術 進歩 バ イアスの指標 と して注 目され る βK7,β乙7の符 号 もア ッセ ンブ
リー メ ー カ ー,部 品 メ ー カ ー と も βκτは 負,β π は 正 で あ り,'値 も十 分 に 高
い水準にある。すなわち戦後技術導入期における技術進歩の性質は,ア ッセン
ブ リー メーカーにおいて も部品 メー カーにおいて も,明 確 に資本節約的かつ労
働使用 的な ものであ った とい うことである6,。この結果 は アッセ ンブリー メー
カーにおいて は,通 常 の固定効果 モデル,変 量効果モデル,2SLSに よる操
作変数を使用 した固定効果モデル,変量効果モデルすべてに共通 し,部品メー
カーにおいて も通常の固定効果 モデル,2SLSに よる固定効果 モデルのどち
らにも共通 している。なお対照的な推定結果として参考までに,技術導入期を
過ぎ 自律的 な技術 進歩の時期 に.入った と考 えられる1894-1935年における日本
綿紡績 業の(2)式によるOLS推 定値 を付 しておい た。β訂,β乙丁の正負 が逆
になってい るのが読み とれ るであ ろう㌔
?
L
6)も う一つ の技術進歩の性質 を調べるテス トとして.技 術進歩が要 素増大的かつ増大率一定であ
るように、技術項7の 入った生 産関数がy=∫(〆『κ,謂L)と 特定化 できる とい う前提 のも と
で(gは 自然対 数),A-B>0,A=E.五一β<0の いずれが成立す るか によって,資 本に体 化さ
れた技 術進 歩 と人間に体化 された人的資本による技術 進歩のどちらが大 きか ったか を検証する と
い うものが考えられ る.そ のテス トを,ア ッセ ンブ リーメーカーにおいて,定 式化 としてはll)
式で行った,そ こで ワル ド検定の結果,増 大率が一定 の要素増 大的技術進歩の仮説は受容され,
A-e>Oが 有意 に成立する ことが確かめ られ た。資 本節 約的かつ労働使用的技術進歩 のよ り具
体的な姿が,何 らか の人的資本の急速な増大による ものであることを示唆す る結果である。
7)こ の時期 は日本技術史上有名な,ミ ーール紡績機か らリング紡績機への1労 働使 用的な」技術
進歩(〔1)先 出のOtuka,Ranis,andSaxonhouse〔1988〕参 照)が 終わ った後 の時期で ある。
ただ し,技術進歩 のバ イアスの方向を参.考としてみる場 合に,技 術進歩の主たる原動力が自国内
での技術革新 にあるか否か とい った問題 とは別に,こ の時期 の日本経済がいわゆ る転換点 をむか
えた後であ ったか どうか とい う問題 も検討 されね ばな らないだ ろう。(1)先 出の南 〔1970〕に
よれば,戦 前 日本 は転換点 をむかえる以前であるか ら,1894-1935年とい った期間に ロ本綿紡績
業が このよ うな技術進歩パ イァスを持つのは誘発的技 術進歩 の議論 と矛盾す ることになるが,同
じ く 〔D先 出 の安 場 〔1980〕,Feia皿IRanis〔1981〕に よれば 日本経済 は戦前 に も転 換点 を
持 ってお り,そ れは1900年頃,あ るい は第一次世界大 戦の時期であ るか ら,先 の時期はおおむね
転換点以降の労働過剰が解消 された時期 にな っている と言える.,それ ならば先の ような技 術進歩
バ イアスの発生は全 く自然 なものであ る。 ここでは この安場説 を採 用す る。
1
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(注)()内 は'値 、 甜 は自由度修正済決定係数 であ り,D-Wは ダー ビンワ
トソン比を示す。
〔資 料)こ の式 の回帰 のため に使 ったデー タの 出所 は,大 川一司 他 〔1979年〉.
「.長期経済統計:11繊 維工業』,東洋経済新報社.で ある。
～・まひ とつ 最適生産規模 の推移 を表す生 産関数の同次性係数N(T)の 推 移
は,付 表2に 示されているようにア ッセ ンブ リー メー カーの4種 類 のモ デル,
お よび部品メーカーの通常 の固定効果モデルにおいては,ほ ぼO次 同次 に近い
水準か ら次 第にその同次性の水 準を上げて きている とい う結果 にな っている。
これを もう少 し統計学 的に裏付.けることを試み る。す ると β∬+β艀=0(対 立
仮 説 は>O>を 帰 無仮 説 とす るF検 定 のP値 はア.ッセ ンブ リー メー カーで
0.0038樋常の固定効 果モデル},0.0⑪191通常 の変量効果モ デル},部品 メー
カーで0.10樋 常 の 固定 効果モデ ル}で あ る。 したが って部品 メーカーの検
定結果 にはや や不安 を残す ものの,お お まか に言 って同次性 係数2V(T)は次
第 に上昇す る趨勢 にあ った と言 えよ う。 またax+ac=⑪を帰籍仮説 とす るF
検定 のP値 は,ア ッセ ンブ リ信 メー カーにおい ては0.49Jib常の固定効果 モ
デ ルJ,0.69樋常 の変 量効果 モデ ル1,部 品 メー カー 通 常 の固定効 果 モデ
ル1に おい ては0.82である。 したが ってN(7)の 値 は推定値 をその まま使 う
と,技 術導入期 初期 にはマイナスの値 にな っている時期 もあるが,統 計学的 に





ア ッセ ンブ リー メー カー 生 産 関 数
同 次 性 の 推 移 個 定 効 果 モ デ ル)
ア ッセ ン ブ リー メー カ ー 生 産関 数
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ア ッセ ンブ リー メー カー 生産 関数
同次 性 の 推 移(変 量 効 果 モ デ ル)
ア ・ソセ ンプ リー メ ー カ ー生 産 関 数
同 次性 の推 移(2SLS変量 効 果 モデ ル)


























はマイナスであるという仮説 をほぼ棄却で きることがわか り,生 産関数の同次
性が初期にはOに 極 めて近い水準か ら始 ま りなが らも,プ ラスの値 をとると言
う理論的要請を満た していることにな る。
ただ し部 品メー カーの同次 性係数 ノV(T)の値 はか な り大 きなマ イナスの値
を とってお り,こ の意味で理論的要請 を満足させ られ ないのが気 にかかる とこ
ろである。
VII結 論
分析対象 となった時期 の技術進歩バ イアスが,労 働使用的かつ資本節約 的な
ものであ った とい うことは,技 術尊人→消化吸収 の過程 において導入技術 の適
正化は明確 に起 こってい た,と い うことであ る。す なわ ち単純 に新式設備機械
の導入が この時期の 日本 自動市工業の技術力,生 産性,国 際競争力の向上につ
なが ったわ けで はないので ある6:。この よ うな先 進国か らの導.人技術 を,途 上
国の状 況に適応 させ るための技 術革新(マ イナーイノヴェー シ ョン)の 具体的
な イメー ジと して は,(1)先 出の塩地 〔ユ994〕の指摘す るよ うな歴史的制約
条件か らや むな く生み 出され た資 金節約型少 量生産技術 として の,初 期 トヨ
タ ・システムの成立の様 な ものが考 え られ る9㌔
ここで重要 なことは,経 営学者や 自動車産業の専 門家が特殊 な もの とみな し
が ちな トヨタ生産 システムの構築 のよ うな動 きは,初 期 におい てはその他の 自
動車 ア ッセ ンブリー メーカーに も共通 した もρであ り,さ らには従来あ ま り研
究が なされていなか った部 品企業 において も初期 トヨタ ・システムの ような導
入技術 適正化が行 われていた,と い うことで あ る。
もう一歩突 っ込 んで言 うならば,ト ヨタ ・システム自体が,そ の初期におい
て は,世.界史的にみ て も,途 上国が先進 国か らの導入技術 を消化吸収 してゆ く
8}1950-60年代前半 の 日本 自動車工 業の生産性 の向上につい ては(1)先 出の藤本 ・テ ィッド
〔1993;46ページ参照 のこと。
9)た だ し私は塩 地 〔1994〕とは違 って,こ の ような初期 トヨタ ・システム盈適正技術に,途h国
のおかれた環境 での生産性向上 をもた らす もの として,よ り積極的 な評価 を与えたい。
!
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際に しば しば生.じた現象=導 入技術 の適正化,の 一事例 にす ぎない可能性が示
唆されているのであ る。勿論,導.人技術 の適正化が ひとつのイノ ヴェーシ ョン
で ある,と い う見方か らもわか るよ うに,適 正化それ自体が,導 入技術受 け入
れ側 のか な りの高さの技術水準 を前提 と してなされる もので ある。事実,戦 後
日本 自動車 産業 において尊 人技術適正化がなされたのは,し ば しば指摘 される
ような戦時期 における技術の蓄積 に負 うところの大 きい ものであ り,必 ず しも
どこの途上国において も導入技術適正化が起 こる とは言 えないであ ろう。 この
問題 に対す る明確 な解答 を与 えるこ とは,今 後の実証研 究に課せ られ た課題で
ある。
次 に規模 の経済性=最 適生 産規模 は,生 産関数 のN(T)={(ax+αL+(AT
+alt)T}次同次性 の動向 に示 され るように,最 適 生産規模 の小 さな状態か ら
次第に最適生産規模 を上げてゆ く方 向に向か ってお り,最 適 生産規模 が次第 に
拡大 していってい る様子が うかが える。い うなればそれは,後 発 国の産業が技
術導入 によ り起 ち上が った当初の0次 同次の 世界か ら,新 古典派的な1次 同次
の世界 へ移行 してゆ く姿であ る。 したが って最適生 産規模 の面か らみた導入技
術への対応 は,導 入 した技術 をマ イナーイ ノヴ ェーシ ョンによ り適正化 してゆ
くとい うよ りも,当 初 よ り市場の規模にみあった適正 な少量型生産技術 を選択
しつつ技術導 入を行 った とい うのが正 しい見方で あろ う。 このこと自体は既に
記述的な スタイルを とった先行諸研究によb明 らか にされてい る事実であ るが,
生産関数 アプローチ による数量分析が現実をよ く反映 しえてい るい う意味にお
いて,歴 史ない しは産業研究 において数量 分析 を行 うことに正当性を付与 する
もので あ る。
ただ しア ッセ ンブ リー メー カーのみな らず,部 品メーカー において も,こ の
面で も同 じ現象が起 こっていた とい うフ ァク トフ ァ.インディングは新 知見 に属
す ると言えよ う。
以上 の記述か らもわか るように,お およその結論 は自動車 ア ッゼ ンブ リー業
界,部 品業界 に共通 した ものであ り,技 術導.入期が両者で はおお よそ平均 して.
医76(420)第159巻 第5・6号
5年ほ どのずれがあ るにもかかわ らず両者 の技術導入→適正化過程には際 だっ
た違 いは見 いだせ ない。 また当時,両 者 とも,政 府 による特別償 却,開 銀特別
融資 等の産業保護育成政策の対象 とな っていたが,そ れ らの政策に ともな う生
産要素価格 のデ ィス トーシ ョンによる悪影響 は現れ てい ない もの と思われる。
しか し,こ の点 についての精確 な結論 の提示 は,後 日の実証研究の結果を待 た.
ねばな らない。
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